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貸  借  対  照  表 

（2021 年 12 月 31 日現在） 

3,805,931 3,383,184

302,819 704,228

4,887 商品有価証券等 449,112

813,250 デリバティブ取引 255,116

商品有価証券等 577,276 2,462

デリバティブ取引 235,974 信用取引貸証券受入金 2,462

19,029 2,348,379

2,144 有価証券貸借取引受入金 479,606

信用取引借証券担保金 2,144 現先取引借入金 1,868,772

2,389,967 1,489

借入有価証券担保金 1,381,041 147,519

現先取引貸付金 1,008,925 11,423

53 152,546

270,824 700

667 2,493

1,975 3,814

310 362

5,051

2,713

10,396 220,614

3,665 1,900

建物附属設備 3,465 205,639

器具・備品 200 8,221

無形固定資産 522 4,853

ソフトウェア 359

その他 163 2,450

投資その他の資産 6,208 2,450

投資有価証券 742

長期貸付金 543 3,606,248

長期差入保証金 1,492

繰延税金資産 3,428 212,626

96,307

58,631

資本準備金 55,660

その他資本剰余金 2,971

57,687

その他利益剰余金 57,687

　繰越利益剰余金 57,687

△ 2,546

△ 2,546

210,079

3,816,328 3,816,328

（単位：百万円）

科　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流動資産 流動負債

現金・預金 トレーディング商品

預託金

トレーディング商品

信用取引負債

約定見返勘定 有価証券担保借入金

信用取引資産

未収入金

短期借入金

一年以内償還社債

未払金

短期差入保証金

有価証券担保貸付金 預り金

立替金

受入保証金

受取差金勘定

退職給付引当金

その他の流動資産

未払費用

未払法人税等

賞与引当金

その他の流動負債

未収収益

固定資産 固定負債

有形固定資産 社債

長期借入金

利益剰余金

その他の固定負債

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金

負債合計

（純　資　産　の　部）

株主資本

資本金

資本剰余金

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計  
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損  益  計  算  書 

（自 2021 年 1 月 1 日 至 2021 年 12 月 31 日） 

                                 

52,196

37,979

14,839

△622

5,110

47,085

37,108

9,977

38

261

9,754

979

641

157

180

706

392

313

0

10,027

2,849

1,031

6,145当　　　期　　　純　　　利　　　益

固定資産除却損

税　引　前　当　期　純　利　益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

借入金繰上返済利益

特別損失

事業再編損失

借入金繰上返済損失

事業再編損失戻入

金融商品取引責任準備金戻入

受入手数料

トレーディング損益

金融収益

金融費用

純営業収益

販売費及び一般管理費

営　　　　業　　　　利　　　　益

営業外収益

営業外費用

経　　　　常　　　　利　　　　益

特別利益

営業収益

（単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　額
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

（自 2021 年 1 月 1 日 至 2021 年 12 月 31 日） 

 

 

96,307 55,660 - 55,660 51,541 203,509 △ 3,781 199,727

企業結合による増加 -          -            2,971 2,971 -            2,971 -            2,971

当期純利益 -          -            - -            6,145 6,145 -            6,145

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

-          -            - -            -            -            1,235 1,235

-          -            2,971      2,971      6,145 9,117 1,235 10,352

96,307 55,660 2,971      58,631     57,687 212,626 △ 2,546 210,079

（単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計

その他資本
剰余金

資本剰余金合計

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 繰延ヘッジ損益
そ　 の　 他
利益剰余金

資本準備金

当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

繰 越 利 益
剰 余 金
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個  別  注  記  表 

 

 当社の計算書類及びその附属明細書は、「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7 日 法務省令第 13 号）の規定

のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日 内閣府令第 52 号）及び「有価証券関

連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に基づいて作成し

ております。 

 記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券等の評価基準及び評価方法 

①トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等 

トレーディング商品に属する有価証券等については、時価法を採用しております。 

 

②トレーディング商品に属さない有価証券（その他有価証券）等 

時価のないものについては、移動平均法による原価法を採用しております。 

 

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引については、時価法を採用しております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。減価償却費計算の基礎となる耐用年数は社内における利用可能期間

としております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。減価償却費計算の基礎となる耐用年数は社内における利用可能期間

としております。 
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３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

役員及び従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法により算出した支給見

込額のうち当期負担分を計上しております。 

 

（２）退職給付引当金 

退職年金規程に基づく従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。この他、特別退職金規程に基づく期末要支給額も計上し

ております。 

  

 

４．特別法上の準備金の計上基準 

特別法上の準備金は、金融商品取引責任準備金であり、受託等をした有価証券の売買その他の取引

又はデリバティブ取引等に関して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第 46 条の

5 第 1 項、及び金融商品取引業等に関する内閣府令第 175 条の規定に定めるところにより算出した額を計

上しております。 

 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の処理方法  

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・長期現金担保付債券貸借取引 

③ヘッジ方針 

社内規程に基づき、ヘッジ手段として金利スワップ等のデリバティブ取引を行っており、資金

の運用・調達に係る金利変動リスクをヘッジしております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価の

変動を比較し、ヘッジの有効性を評価しております。 

 

（２）消費税等の会計処理方法  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用   

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ

通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた

項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関す

る取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2018 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用

せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 

 

（４）約定見返勘定の会計処理方法  

約定見返勘定は、「トレーディング商品」に属する商品有価証券等およびデリバティブ取引の売却

および買付に係る約定代金相当額を、取引約定日から受渡日までの間経理処理する当該「トレー

ディング商品」の見合勘定であり、貸借対照表上、借方の金額と貸方の金額を相殺して計上しており

ます。 

 

（５）受取配当金の会計処理方法  

損益計算書上の受取配当金は、発行会社から受け取る配当金の他、発行会社等以外のものから

受け取った受取配当金相当額を含み、他に支払った受取配当金相当額を控除して計上しておりま

す。 

 

 

[表示方法の変更に関する注記] 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」 （企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当事業年度末

に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。 

 

 

[重要な会計上の見積りに関する注記] 

会計上の見積りにより当事業年度の計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度の計算書類

に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

1. トレーディング商品に属するデリバティブ取引のうち、時価算定の基礎となるインプットが市場で観察でき

ず、その時価算定に与える影響が重要なデリバティブ取引の評価 

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 

 当事業年度末の貸借対照表に計上したデリバティブ取引のうち、当該デリバティブ取引の計上額は、資

産は 187 億円、負債は 205 億円であり、市場で観察できないインプットを使用して時価を算定していること

から見積りの不確実性があります。 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

 「[金融商品に関する注記] 2. 金融商品の時価等に関する事項」に記載しております。 

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定 
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トレーディング商品に属するデリバティブ取引の時価算定の会計上の見積りにおける主要な仮定は価

格算定モデル及びこれに用いるインプットであります。価格算定モデルには、金利、為替レート、株価、ボ

ラティリティ、クレジットスプレッドなどの様々なインプットを使用しており、特に、当該デリバティブ取引の時

価算定には自社の価格算定モデルに、長期の金利、ボラティリティ、クレジットスプレッド及び相関係数な

どの市場で観察できないインプットを使用しております。 

 

(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響 

市場環境の変化等による主要な仮定の変化が、翌事業年度の計算書類において、当該デリバティブ取

引の評価額に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

[貸借対照表に関する注記] 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務  

（１）担保に供している資産 

・トレーディング商品  11 百万円 

 

（２）担保に係る債務 

・短期借入金         - 百万円 

 

２．差入有価証券等の時価 

（１）差し入れている有価証券等 

・信用取引貸証券 2,150 百万円 

・消費貸借契約により貸し付けた有価証券 601,015 百万円 

・現先取引で売却した有価証券 1,897,835 百万円 

・差入証拠金代用有価証券 35,667 百万円 

・その他担保として差し入れた有価証券 74,464 百万円 

 

（２）差し入れを受けている有価証券等 

・信用取引借証券 2,150 百万円 

・消費貸借契約により借り入れた有価証券 1,688,388 百万円 

・現先取引で買い付けた有価証券 1,005,773 百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 2,331 百万円 

 

４．保証債務 

従業員の住宅取得に係る金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

・株式会社 SMBC 信託銀行   47 百万円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

・短期金銭債権   38 百万円 
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・短期金銭債務   137,475 百万円 

・長期金銭債務   195,314 百万円 

 

 

[損益計算書に関する注記] 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

・営業収益 738 百万円 

・営業費用 1,490 百万円 

営業取引以外の取引による取引高 165 百万円 

 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記]  

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

株式の種類 当期首株式数 増加 減少 当期末株式数 

普通株式 3,842,000 ‐ ‐ 3,842,000 

 

 

[税効果会計に関する注記] 

１．繰延税金資産、繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金及び繰越欠損金等であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因は、未収配当金等であります。 

 

２．繰延税金資産から控除した評価性引当額    7,437 百万円 
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[金融商品に関する注記] 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は有価証券関連業として、有価証券の売買等の媒介、取次ぎ又は代理、有価証券の引受けおよ

び売出し、有価証券の募集および売出しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、有価証券貸借取引、現

先取引、トレーディング等の業務を行っております。トレーディング業務では、有価証券等の売買取引のほ

か、顧客の様々なニーズに対応したデリバティブ関連商品の提供を行っており、トレーディング業務の遂

行に伴って発生するリスクをヘッジ又はコントロールする目的としてもデリバティブ取引を利用しております。 

  これらの業務を行うため、保有する資産の性格に合わせて無担保及び有担保の資金調達を行い、資

金効率の良い調達を行っております。また、社内規程に基づき流動性ストレステスト等を行い、所定の基

準を満たす様に資金調達を管理しております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

有価証券等の現物取引では、上場株式、国債、政府保証債、財投機関債、地方債、事業債、外国債券、

受益証券、仕組債、金銭債権等を取り扱っております。これらの金融商品に係るリスクのうち、主要なもの

は市場リスクと信用リスクです。  

  デリバティブ取引では、取引所取引として、株価指数先物取引、債券先物取引およびこれらのオプショ

ン取引、株券オプション取引等の他、金利先物取引および金利先物オプション取引を取り扱っております。

また、取引所取引以外の取引として、金利および通貨スワップ、選択権付債券売買取引、通貨オプション

取引、有価証券店頭オプション、クレジットデフォルトスワップ、商品スワップ、金利先渡取引、為替予約取

引等を取り扱っております。これらの金融商品に係るリスクのうち、主要なものは市場リスクと信用リスクで

す。 

資金調達では、借入金、有価証券担保借入金および社債等を利用しております。これらの金融商品に

係るリスクのうち、主要なものは流動性リスクです。 

 また、長期現金担保付債券貸借取引に係る金利リスクをヘッジする目的で、長期現金担保付債券貸借

取引をヘッジ対象とし、金利スワップをヘッジ手段としたヘッジ会計を適用しております。ヘッジ開始時から

有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価の変動を比較し、ヘッジの有効性

を評価しております。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 市場リスク・信用リスクの管理 

(ⅰ) リスク管理体制 

 当社では、トレーディング業務に係る市場リスク及び信用リスクの管理は、取引を行う部門から独立し

たリスク・マネジメント部門において行っております。市場リスクについては、財務状況に応じて市場リ

スク枠を設定し、取引形態や投資手法に応じた運用基準を定めることにより管理しております。具体的

には、専任のモデル評価グループ等の審査を経たモデル・システムにより算出される、市場リスク・ファ

クターに対する感応度や最大損失等に対して市場リスク枠を設定し、モニタリングを実施し、当該枠に

対する超過は直ちに解消することが求められます。信用リスクについては、当社グループ独自の信用

評価格付基準に基づいて取引相手の評価を行い、与信の限度枠を設定して取引を管理しておりま

す。 
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 トレーディングのポジションや損益の状況を踏まえ、全体として、市場リスク枠の使用状況、ルール遵

守状況及び信用リスクの発生状況の管理を行っております。また、トレーディング業務の損益管理、金

融商品取引法に基づく自己資本規制比率の管理を財務部門が行っております。 

 

(ⅱ) 市場リスクに係る定量的情報 

（ア） トレーディング目的の金融商品 

当社では、トレーディング目的として保有している有価証券及びデリバティブ取引等に関する

時価の損失額の推計値としてＶａＲ（保有期間１日、信頼区間 99％）を算定しております。当該計

算にあたっては、オプションに特有な非線形性及び株式、社債等の個別リスクも考慮しつつ、株

式、金利、外国為替等をリスク・ファクターとしてモンテカルロ法を用いております。2021 年 12 月

31 日現在で当社のトレーディング業務の市場リスク量（損失額の推計値）は 556 百万円でした。

当社では、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較しております。2021 年１月から 2021 年 12

月までの期間において、実際の損失がＶａＲを超えた事例はございませんでした。相関係数の定

期的な更新など継続的に精度の向上に努めております。ＶａＲは過去の相場変動に基づき統計

的な仮定を前提としているため、前提条件が満たされないような市場環境の激変下における損失

額は捕捉できない可能性があります。なお、有価証券貸借取引及び現先取引についてはトレー

ディング目的の金融商品ではありませんが、ＶａＲの計算対象としております。 

  

（イ） トレーディング目的以外の金融商品 

当社において、金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は「長期借入金」及び「社債」であり

ますが、これらの金融商品はリスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。

その他の全てのリスク変数が一定の場合、2021 年 12 月 31 日現在の金利が 10 ベーシス・ポイント

（0.10％）低ければ、当該金融負債の時価は５百万増加するものと考えられます。反対に、金利が

10 ベーシス・ポイント（0.10％）高ければ、５百万円減少するものと考えられます。 

 

② 資金調達に係る流動性リスクの管理 

 資金調達に係る流動性リスクの管理は、第一線では財務部、第二線ではトレジャリーリスク管理部に

おいて行っております。具体的には、社内規程に基づき余剰流動性資産を一定額以上に維持し、また、

市場環境及び保有資産を考慮した期日及び調達先・手段等の管理や長期・短期流動性ストレステスト

を行い、流動性リスクを把握、コントロールしております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前

提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 12 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。  

   （単位：百万円） 

 
貸借対照表 

計上額 時価 差額 

(1) 現金・預金 302,819 302,819 － 

(2) 預託金 4,887 4,887 － 

(3) トレーディング商品    

商品有価証券等 577,276 577,276 － 

 (4) 約定見返勘定 19,029 19,029 － 

(5) 信用取引資産    

信用取引借証券担保金 2,144 2,144 － 

(6) 有価証券担保貸付金    

借入有価証券担保金 1,381,041 1,383,302 2,261 

現先取引貸付金 1,008,925 1,008,925 － 

(7) 短期差入保証金 270,824 270,824 － 

資産計 3,566,949 3,569,211 2,261 

(1) トレーディング商品    

商品有価証券等 449,112 449,112 － 

(2) 信用取引負債    

信用取引貸証券受入金 2,462 2,462 － 

(3) 有価証券担保借入金    

有価証券貸借取引受入金 479,606 479,606 － 

現先取引借入金 1,868,772 1,868,772 － 

(4) 受入保証金 147,519 147,519 － 

(5) 短期借入金 152,546 152,546 － 

(6) 一年以内償還社債 700 700 － 

(7) 社債 1,900 1,828 △71 

(8) 長期借入金 205,639 207,421 1,781 

負債計 3,308,259 3,309,969 1,709 

デリバティブ取引(*)    

ヘッジ会計が適用されていないもの (19,141)  (19,141)  － 

ヘッジ会計が適用されているもの (2,546)  (2,546)  － 

デリバティブ取引計 (21,688)  (21,688)  － 

 (*）トレーディング商品以外のデリバティブ取引も含めて、デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債

務を純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、( )で示しております。なお、貸借

対照表上ではヘッジ会計適用の有無に関係なく、要件を満たすものについては相殺して表示しており

ます。 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法 

資  産 

(1) 現金・預金 

現金・預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(2) 預託金 

預託金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。 

(3) トレーディング商品（商品有価証券等） 

株式については、取引所の最終価格（気配値を含む）によっております。債券については、取引市場の

最終価格又は同残存年限の国債の時価・スワップレートを基準に発行体のクレジット、予想期限前償還率、

流動性等を考慮して算出した価格によっております。受益証券については、取引所の最終価格又は公表

されている基準価額によっております。 

(4) 約定見返勘定 

約定見返勘定については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(5) 信用取引資産 

 信用取引借証券担保金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 

(6) 有価証券担保貸付金 

借入有価証券担保金について、期間が長期のものに関しては、当事業年度末から満期日までのキャッ

シュ・フローの適切な割引率により計算された現在価値により、時価を算定しております。期間が短期のも

のに関しては、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

現先取引貸付金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(7) 短期差入保証金 

短期差入保証金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

 

負  債 

(1) トレーディング商品（商品有価証券等） 

株式については、取引所の最終価格（気配値を含む）によっております。債券については、取引市場の

最終価格又は同残存年限の国債の時価・スワップレートを基準に発行体のクレジット、予想期限前償還率、

流動性等を考慮して算出した価格によっております。 

(2) 信用取引負債 

信用取引貸証券受入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。 
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(3) 有価証券担保借入金 

有価証券貸借取引受入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。 

現先取引借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(4) 受入保証金 

受入保証金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(5) 短期借入金 

短期借入金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。 

(6) 一年以内償還社債 

一年以内償還社債については、短期間で償還されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(7) 社債 

社債については、金利、期間、クレジットスプレッド等を基に、価格算定モデルにより算出した現在価値

を時価としております。 

(8) 長期借入金 

長期借入金については、金利、期間、クレジットスプレッド等を基に、価格算定モデルにより算出した現

在価値を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

（通貨関連取引） 

スワップレート、ボラティリティ等を基に、価格算定モデルにより算出した値をもって時価としております。 

（金利関連取引） 

市場取引については、各取引所が定める清算価格又は証拠金算定基準値段若しくは原資産の時価、

ボラティリティ、金利等を基に、価格算定モデルにより算出した値をもって時価としております。市場取引以

外の取引については、スワップレート、ボラティリティ等を基に、価格算定モデルにより算出した値をもって

時価としております。 

（株式関連取引） 

市場取引については、各取引所が定める清算価格又は証拠金算定基準値段若しくは原資産の時価、

配当利回り、ボラティリティ、金利等を基に、価格算定モデルにより算出した値をもって時価としております。

市場取引以外の取引については、原資産の時価、配当利回り、ボラティリティ、金利等を基に、価格算定

モデルにより算出した値をもって時価としております。 

（その他の取引） 

クレジットデフォルトスワップについては、金利、クレジット取引対象の格付けやクレジットスプレッド、デフ

ォルト確率、取引期間等を基に、価格算定モデルにより算出した値をもって時価としております。 
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先渡契約については、金利、原資産の時価、取引期間等を基に、価格算定モデルにより算出した値を

もって時価としております。 

複合金融商品に組み込まれたデリバティブについては、スワップレート、ボラティリティ、株価指数等を基

に、価格算定モデルにより算出した値をもって時価としております。 

商品デリバティブについては、金利、上場商品先物価格、取引期間等を基に、価格算定モデルにより算

出した値をもって時価としております。 

     

店頭デリバティブ取引の時価評価において、取引相手の信用リスク及び自身の信用リスクも同様に勘案

し調整を行っております。 また、市場資金調達リスク・プレミアムに基づく評価の調整（Funding Valuation 

Adjustment。以下、「FVA」という。）を行っております。FVAは、デリバティブ・ポートフォリオの無担保部分

及び受領した担保の再利用が契約条件により制限されている有担保デリバティブ取引に内在する市場資

金調達リスク・プレミアムを反映しております。 

 

 

(注2) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

(単位：百万円) 

 1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

借入有価証券担保金 1,365,041 - - - - 16,000 

合計 1,365,041 - - - - 16,000 

上の表に含まれていない金銭債権は１年以内に決済される予定です。 

 

 

(注3) 社債、借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額 

(単位：百万円) 

 1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

短期借入金 152,546 - - - - - 

一年以内償還社債 700 - - - - - 

社債 - - - - 1,000 900 

長期借入金 - 99,092 - - 20,000 86,546 

合計 153,246 99,092 - - 21,000 87,446 

上の表に含まれていないその他有利子負債は１年以内に決済される予定です。 
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[関連当事者との取引に関する注記]  

１．親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円）

資金の借入(注4) 11,000 短期借入金 -

借入金支払利息(注4) 77 未払費用 -

繰上返済損失 (注7) 313

資金の借入(注4) 221,163 短期借入金 134,546

長期借入金 194,639

借入金受取利息(注4)(注6) 10 未収収益 0

借入金支払利息(注4) 1,410 未払費用 66

繰上返済利益 (注7) 148

科目
期末残高

(注1)

親会社

シティグループ

・ジャパン・ホー
ルディングス合

同会社

被所有

直接
100%

資金の借入先

種類
会社等の

名称

議決権等の

所有（被所有
）割合

関連当事者との
関係

取引の内容

親会社
シティコープエ

ルエルシー

被所有
間接

100%

資金の借入先

取引金額
(注1)

 

  

２．兄弟会社等 

（単位：百万円）

現先取引(注2) (注3) － 現先取引貸付金 114,264

現先取引借入金 1,469,110

未収収益 2

未払費用 165

有価証券貸借取引(注2) (注3) － 有価証券貸借取引受入金 195,929

借入有価証券担保金 352,434

未収収益 75

未払費用 102

デリバティブ取引(注2) (注3) － デリバティブ取引(負債) 5,408

短期差入保証金 11,310

未収収益 0

－ 約定見返勘定(資産) 1,063

委託取引(注2) (注3) - 未収収益 42

その他の受入手数料(注5) 6,554 未収収益 51

現先取引(注2) (注3) － 現先取引借入金 225,361

未払費用 72

その他の受入手数料(注5) 3,823 未収収益 －

科目
期末残高

(注1)

親会社の
子会社

ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏｰｹｯﾂ

･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
なし

海外の同業者
（英国）

取引の内容
取引金額

(注1)
種類

会社等の
名称

議決権等の
所有（被所有

）割合

関連当事者との
関係

有価証券の購入・売却
(注2) (注3)

親会社の
子会社

ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏｰｹｯﾂ

･ｲﾝｸ
なし

海外の同業者
（米国）
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（単位：百万円）

デリバティブ取引(注2) (注3) － デリバティブ取引(負債) 137,688

短期差入保証金 126,240

未収収益 8

その他の受入手数料(注5) 10,263 未収収益 54

デリバティブ取引(注2) (注3) － デリバティブ取引(資産) 12,170

受入保証金 11,749

未払費用 0

資金の借入(注4) 8,000 短期借入金 8,000

借入金支払利息(注4) 96 未払費用 1

繰上返済利益 (注7) 8

デリバティブ取引(注2) (注3) － デリバティブ取引(負債) 1,571

短期差入保証金 1,961

未収収益 0

種類
会社等の

名称

議決権等の
所有（被所有

）割合

関連当事者との
関係

取引金額
(注1)

科目
期末残高

(注1)

親会社の
子会社

ｼﾃｨﾊﾞﾝｸ､
ｴﾇ･ｴｲ

なし
デリバティブ

取引先

取引の内容

親会社の
子会社

ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾌｧ
ｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾛﾀﾞ

ｸﾂ・ｲﾝｸ
なし

デリバティブ
取引先

資金の借入先

親会社の
子会社

ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｸﾞ
ﾛｰﾊﾞﾙ･ﾏｰｹｯﾂ
･香港･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

なし
デリバティブ

取引先

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。 

（注２）市場価格を勘案し、一般的取引条件と同様に決定しております。取引条件については適宜見直しを 

行っております。 

（注３）反復的取引であるため、取引金額を省略しております。 

（注４）取引金額（資金の借入）は、期中平均残高を記載しております。なお、担保は差し入れておりません。市

場金利等を勘案し、一般的取引条件と同様に決定しております。 

（注５）関連当事者に提供した役務の対価であり、対価は移転価格モデル等に基づき合理的に決定しておりま

す。 

（注６）マイナス金利の影響によるものであります。 

（注７）借入金を繰上返済することにより生じる損益の授受であります。借入金の取引条件と繰上返済時の市場

金利等に基づき決定しております。 

 

 

[１株当たり情報に関する注記] 

１．１株当たり純資産額 54,679 円 80 銭 

２．１株当たり当期純利益 1,599 円 67 銭 
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[その他の注記] 

１．企業結合に関する注記 

（共通支配下の取引等） 

当社は、当社兄弟会社であるシティグループ・サービス・ジャパン合同会社が営む、関係会社に対して大

手町パークビルディングの転貸借その他のサポート・サービスを提供する事業(以下「大手町パークビルデ

ィング関連事業」)を、2021 年 10 月 1 日付で吸収分割により承継いたしました。 

 

① 大手町パークビルディング関連事業の吸収分割の概要 

(1) 企業結合日 

2021 年 10 月 1 日 

(2) 企業結合の法的形式 

当社を吸収分割承継会社、シティグループ・サービス・ジャパン合同会社を吸収分割会社とする

吸収分割によります。 

(3) 結合後企業の名称 

変更ありません。 

(4) 取引の目的 

日本国内におけるシティグループ内での事業配分の見直しの一環として実施したものでありま

す。 

 

② 実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21 号 2019 年 1 月 16 日)及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 10 号 2019 年 1 月 16 日)に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。 

 

２. 劣後債務に関する注記 

借入金には、金融商品取引業等に関する内閣府令第176条に定める劣後債務（劣後特約付借入金）が

8,000百万円含まれております。 

  


